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全体概要 /
4日目 : 台湾教育省
株式会社内田洋行： 青木 栄太

エプソン販売株式会社：奥田 一彰



１．視察先： 台湾 高雄・台北

２．視察期間：

２０２４年１１月１１日～１１月１６日 ５泊６日

３. 視察スケジュール:

１１月１１日 高雄市教育委員会

１１月１２日 高雄市壽天小学校 高雄女子高校

１１月１３日 高雄市太平小学校

新北市 教育局情報研究技術開発局

１１月１４日 台湾教育部 情報及科技教育司

EdTech Taiwan

1１月１５日 台湾師範大学

VIA Technologies Inc

1１月１６日 台北市内観光

令和6年度 一般社団法人日本教育情報化振興会海外調査 （台湾）



参加メンバー 8社 １学校 17名



台湾 基礎情報

人口 約2,342万人 60位 （2024年1月現在）
主要都市：台北、台中、高雄
面積 ３万６千平方キロメートル（九州よりやや小さい）

2024年世界の合計特殊出生率ランキング（CIA） 1.11 227位（最下位）
日本と同様少子化が進んでいる。（日本 1.4 212位）

経済：
全体の産業構成をみると、製造業が国内総生産（GDP）の約33%を占め、これは世界平均の
約2倍になっている。その中でも、電子工業、情報通信、化学工業が盛んであり、特に半導体
産業は象徴的存在であり、世界最大の半導体製造企業である台湾積体電路製造（TSMC）がある。
GDPの約70%を輸出が占めており、輸出の拡大に支えられ国際市場での競争力を維持している。
一方で、第一次産業や鉱業・エネルギー供給業はGDPに占める割合が低く、それぞれ1.6%、
2.2%にとどまり、食品やエネルギー資源を大きく輸入に依存している。

日本と比較してみると、第一次産業や鉱業・エネルギー供給業の割合が低く輸入依存度が高く、
製造業が主要な経済の柱になっている点では共通点がある。



台湾 基礎情報（教育関連）

学校数：小学校  約2,153校 中学校  約1,677校
高校  約1,270校
大学 153校（国立大学47校、私立大学
106 校） 2023年時点

台湾の教育制度：
学校制度：6･3･3･4制
（小学校6年 中学校3年 高校3年 大学4年）
小中学校の1クラスの児童・生徒数は30名程度
義務教育： 6歳から18歳までの12年間
学期制： 2学期制

（1学期は8月１日～翌年１月31日、
2学期は2月1日～7月31日）

台湾では、高校生の大学進学率が約80%と非常に高い。

義
務
教
育



台湾の小中高等学校における教育施策と、教育の情報化の状況

台湾教育部では、急速に変化する社会に対応する人材育成のために、2019年に12年間の基礎教育カリキュラム
として「108カリキュラム」(108は台湾の年号 西暦2019年)を公布した。教育システムを現代化し、生徒の多様
な才能を引き出すために設計された新しい教育カリキュラムとなっており、内容は生徒のリテラシーや探究心を育むこと
を重視し、柔軟な学習時間と総合教育を提供する内容になっている。

１．リテラシー重視: 
生徒が将来の問題に対応できるようにするための知識、能力、態度を育成

２．柔軟な学習時間: 
義務的な課題に対する時間を減らし、学校独自の必修コースに対する時間を増やす。

３．総合教育: 
学習分野を「言語能力」「数学」「社会科学」「自然科学」「芸術」「総合活動」「技術」
「健康教 育」の8分野に分ける。

４．探究の実施: 
自然科学と社会科学の教科では、探究と実施を重視し実際的な作業を通じて問題解決能力
を養う。

このカリキュラム変更で、台湾教育部が義務付けた一般科目の単位だけでなく、学校が開発した必修科目、
「探究と実践」科目、クラス横断選択科目、などの時間を設定できることになった。



2022年にはデジタル技術を活用して教育の質を向上させることを目的として、「デジタルコンテンツの充実」、「モバイル
端末の整備とネットワークの強化」「教育ビックデータでの解析」の３つのプログラムからなる「デジタル学習精進プログラ
ム」が国家プロジェクトとして推進されている。
あわせて、教師のデジタル教育スキル向上のための研修も積極的に行われており、教育の質の向上が図られている。

台湾の小中高等学校における教育施策と、教育の情報化の状況

「デジタル学習精進プログラム」



11月14日 台湾教育部 情報及科技教育司 訪問



１１月１４日 台湾教育部 情報及科技教育司 訪問
山西先生から日本の教育の情報化の状況、視察目的について話をした後、 情報及科技教育司 鄭 専門委員から
台湾教育部の取組みについて説明を頂いた。

鄭 専門委員



台湾教育部 情報及科技教育司

政府の組織変革に伴い、2013年1月1日、情報教育、デジタル学習、ネットワークプラットフォーム、環境教育、
防災教育、人文社会科学、科学技術教育などを事業範囲とする「情報技術教育部門」として設立。



１． 情報教育方針の立案・推進、関連法令に関する研修の実施
２． 台湾の学術ネットワークの管理、運用、および応用技術の開発と推進、および教育シス

テムにおける情報通信セキュリティポリシーの計画と推進。
３． デジタル学習施策の立案・推進、デジタル教育リソースの統合・共有・活用
４． 教育行政情報システム及びデータベースの企画、構築、保守及び運用
５． 人文科学、社会科学、科学技術教育政策の企画、調整、推進
６． 将来を見据えた専門分野または学際的な人文科学、社会科学、科学技術教育プログラ

ムの計画、推進、およびフォローアップ評価。
７． 学校環境教育政策の立案と推進、持続可能な開発の計画と実施、人材育成、省庁間

交流。
８． 学校防災教育、実験室の安全管理、廃棄物管理、化学物質管理方針の立案・推進
９． 教育部およびその下部機関(機関)の情報活用環境の企画・管理
１０．その他、情報技術教育に関する事項

台湾教育部 情報及科技教育司



「デジタル学習精進プログラム」

①デジタルコンテンツの充実: 
教員、児童・生徒がアクセスできるデジタ
ル教材を増やし、学習の質を向上させる。
教育部は民間企業と協力し、小中高等
学校の教員と児童・生徒向けの無料デジ
タル教材を開発提供している。
あわせて、各学校への有償デジタルコンテ
ンツの購入も補助している。

②モバイル端末とネットワークの強化: 
モバイル端末61万台を全国の小中高等
学校に配布。遠隔地では1人に1台、都
市部では6人に1台、全国平均で3人に1
台の割合となっている。

③教育ビッグデータの収集・分析: 
データ分析を通じて、教師の指導改善と
生徒の自己学習力向上を目指す。これ
により、個別最適化学習が可能とする。



「デジタル学習精進プログラム」

            

       
         

           

2022年～2025年の間に 約200億台湾ドル（日本円で約1000億円）の予算措置
がされており、2025年以降についても、教育部としては継続する方向で動いている。



「デジタル学習精進プログラム」
１．デジタルコンテンツの充実



「教育雲」https://elearning.cloud.edu.tw
教育機関や教育関連のデジタルサービスを提供するためクラウド
ベースのプラットフォーム。教職員、行政人員、児童・生徒が利
用できる豊富なデジタルリソースを提供し、オンライン授業、成績
管理、コミュニケーションツールなどを通じて、教育の質を向上さ
せることを目的としている。

「因材網」https://adl.edu.tw/

主に個別最適化学習を支援することを目的としているデジタ
ル学習プラットフォーム。小中高の各学科や素養学習のための
デジタル教材や練習問題を提供し、児童・生徒が自主的に
学習を進めることができるように設計されている。AIを活用した
学習支援、学科領域ごとの対話型学習、自主学習の促進、
学習進捗の診断とフィードバックなどが含まれている。

国が、学校が無償で利用できるデジタル教材を登録している学習プラットフォームを提供

「デジタル学習精進プログラム」 デジタルコンテンツの充実

https://elearning.cloud.edu.tw/
https://adl.edu.tw/


「デジタル学習精進プログラム」 デジタルコンテンツの充実



「因材網」https://adl.edu.tw/「デジタル学習精進プログラム」 デジタルコンテンツの充実

https://adl.edu.tw/


「因材網」https://adl.edu.tw/「デジタル学習精進プログラム」 デジタルコンテンツの充実

異なる大きさの微粒子を選択できる

https://adl.edu.tw/


「デジタル学習精進プログラム」 デジタルコンテンツの充実



有償コンテンツに関しては、教育部が用意しているサイト
（https://www.sdc.org.tw/）への登録が必要になっており、審査がある。 教育部の
資料では本プロジェクトには283社2652製品が登録されているとのこと。

「デジタル学習精進プログラム」 デジタルコンテンツの充実

https://www.sdc.org.tw/


台湾には、共同供應契約というものがあり、複数の公共機関が共通のニーズを持つ財物やサービスを効率的
に調達するための制度で、対象となるサービス・商品は「政府電子採購網」に登録をする必要があるとのこと。

１．共通ニーズの調達：
複数の機関が共通して必要とする物品
やサービスを一括して調達するため、
コスト削減と効率化が図られる。

２．契約の適用範囲：
契約を締結した機関だけでなく、他の
適用機関もこの契約を利用して調達を
行うことができる。

３．手続きの簡素化：
一度契約が締結されると、各機関は個
別に入札や契約手続きを行う必要がな
くなり、迅速に調達が可能。

４．契約期間：契約の有効期間は通常2年
以内で、必要に応じて延長や更新が行
われる。

学校や地方機関の購入金額は合計で15万元以下の場合、「共同供應契約制度」を利用することで、 公開入札の手続きや
プロセスを省くことができる。



「デジタル学習精進プログラム」
２．モバイル端末とネットワークの強化



「デジタル学習精進プログラム」 モバイル端末とネットワークの強化



導入端末は ipad 、chromeが多いとのこと。

教師、学生に提供するアカウントについては、台湾教育部から「教育雲端帳號」（教育ク
ラウドアカウント）が提供しているようである。（小学校入学から高校卒業まで）
このアカウントは、教育関連のウェブサイトやサービスにアクセスするための統一されたログイン
システムとなっているとのこと。

・アカウント形式：アカウントは通常、account@mail.edu.twの形式で提供。
・対象者：現職の教職員や学生が対象で、各県市の認証を通じてアカウントを申請。
OpenID Connectプロトコルを使用しており、教育雲端帳號を使って様々な教育サービス
にシームレスにアクセスが可能。

「デジタル学習精進プログラム」 モバイル端末とネットワークの強化



「デジタル学習精進プログラム」 モバイル端末とネットワークの強化

台湾でのアカウント付与の推移



「デジタル学習精進プログラム」
３．教育ビッグデータの収集・分析



「デジタル学習精進プログラム」 教育ビッグデータの収集・分析



配布される端末にはモバイル端末管理（MDM）システムが搭載されているとのこと。
MDMシステムの基本的な機能としては、タブレット端末内アプリの管理、及びデジタル教
材を活用したログを収集しているとのことであったが、具体的にどのようなものか確認するこ
とはできなかった。
これにより、各学校での端末の利用率、利用している時間、どのアプリを利用したか等の
情報を国として収集しているようである。

LRSは「Edu LRS」として国が管理・運営しているようである。
各端末を管理しているMDＭのデータ、教育部・自治体・民間で提供している学習プラット
フォーム、学力調査等の成績データが、国が管理・運営するLRSに格納され、国、自治体、
学校、教師、生徒 単位で分析結果をかえすようになっているようである。

「デジタル学習精進プログラム」 教育ビッグデータの収集・分析



「デジタル学習精進プログラム」 教育ビッグデータの収集・分析



「デジタル学習精進プログラム」 教育ビッグデータの収集・分析



教員研修 他



聞いたところ、教員の研修を受けた単位（ポイント）が管理されており、単位
（ポイント）で 自治体、学校に配布される予算に反映されるとのこと。











まとめ

日本では GIGAスクール構想として 端末整備と学校内ネットワーク整備については
国が主導となって進めているが、
台湾では、インフラ整備だけでなく、デジタルコンテンツにおいては、教員や児童・生徒が無料で
利用できる学習プラットフォームを国が提供し、更には端末を活用した教育データ分析につい
ても、国がLRSを管理運営するなど 、国（教育部）がイニシアティブを取り、強力に推進して
いる感がある。そのことが活用のスピードをあげているように感じた。

また、調達についても電子化が進み、それらにかかわるコスト削減と効率化も図られているとこ
ろも大きな違いであった。

現時点での日本では、同様なアプローチはできない面もあるが、台湾から学び参考にすること
は多いと感じた。



龍山寺 観光

龍山寺（ロンシャンスー）は1738年に創建された台北最古の寺院。三進四合院の建築様式で、2018年には
国定古跡に認定されています。本尊の観世音菩薩をはじめ100以上の神様を祀っており、ご利益は恋愛をはじ
め、仕事や学業、安産に健康など多岐にわたる。

龍山寺では、環境保護の観点から、2017年からそれまで行っていた線香の無料提供をやめ、境内での線香の使
用を減らすことに努めてきました。しかし、それでもPM2.5の濃度が依然として高いため、信者の人たちの健康と環
境の保護を考慮して、2020年3月13日から、参拝者が線香を使用することを全面的に禁止となっている。
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